
　
阿
南
市
財
政
事
情
の
公
表
に
関
す
る
条
例
第
２
条
の
規
定
に
基

づ
き
、
令
和
元
年
度
決
算
概
況
お
よ
び
令
和
２
年
度
予
算
に
係
る

財
政
事
情
を
こ
こ
に
公
表
し
ま
す
。

令
和
２
年
10
月
１
日

阿
南
市
長　
表
原　
立
磨

財
政
事
情
の
公
表
に
当
た
っ
て

　
市
民
の
皆
さ
ま
に
本
市
の
財
政
が
ど
の
よ
う
に
運
営
さ
れ
、
ど

の
よ
う
な
状
況
に
あ
る
の
か
を
広
く
知
っ
て
い
た
だ
く
た
め
に
年

に
２
回
（
４
月
・
10
月
）
市
の
財
政
事
情
を
公
表
し
て
い
ま
す
。　
　
　

　
令
和
元
年
度
一
般
会
計
の
決
算
概
況
に
つ
き
ま
し
て
は
、
保
健
・

地
域
医
療
に
係
る
事
業
や
防
災
・
減
災
対
策
を
優
先
し
、
長
期
的

視
野
で
の
予
算
の
編
成
・
執
行
に
努
め
た
結
果
、
財
政
調
整
基
金

の
取
り
崩
し
等
を
行
う
こ
と
に
よ
り
約
９
４
０
０
万
円
の
黒
字
決

算
見
込
み
と
な
り
ま
し
た
。
各
特
別
会
計
等
の
決
算
概
況
等
に
つ

き
ま
し
て
も
、
別
表
の
と
お
り
と
な
っ
て
お
り
、
併
せ
て
公
表
い

た
し
ま
す
。
な
お
、
各
会
計
の
決
算
は
、
議
会
の
承
認
を
得
て
確

定
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
本
市
の
決
算
状
況
に
つ
き
ま
し
て
は
、
歳
入
に
お
い
て
、
企
業

業
績
の
伸
び
悩
み
な
ど
を
背
景
に
、
法
人
市
民
税
が
前
年
度
よ
り

減
収
と
な
り
ま
し
た
。
歳
出
で
は
、
私
立
保
育
所
等
施
設
整
備
補

助
や
大
野
公
民
館
建
設
等
の
施
設
整
備
を
は
じ
め
と
す
る
投
資
的

経
費
に
加
え
、
急
激
な
少
子
高
齢
化
の
進
展
等
に
よ
る
社
会
保
障

関
連
経
費
が
増
加
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
財
政
構
造
の
硬
直
化
を

示
す
指
標
で
あ
る
※
経
常
収
支
比
率
は
前
年
度
よ
り
１・
９
ポ
イ
ン

ト
上
昇
し
91
・
６
％
と
な
り
、
※
経
常
的
経
費
の
増
加
に
加
え
、
地

方
税
等
の
経
常
的
な
収
入
の
減
少
を
反
映
し
た
厳
し
い
結
果
と
な

り
ま
し
た
。

　
こ
う
し
た
中
、
令
和
２
年
度
予
算
の
執
行
に
当
た
り
ま
し
て
は
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
の
中
、
厳
し
さ
を
増
す
財

政
状
況
を
踏
ま
え
、
よ
り
一
層
の
慎
重
な
財
政
運
営
に
努
め
、
財

政
の
健
全
性
を
維
持
し
て
ま
い
り
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
の
で
、

ご
理
解
の
ほ
ど
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

※�

経
常
収
支
比
率
…
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
測
定
す
る
比
率
と
し
て

用
い
ら
れ
る
指
標
で
す
。
こ
の
比
率
が
低
い
ほ
ど
新
た
な
行
政
需
要

に
対
し
て
柔
軟
に
対
応
で
き
、財
政
構
造
に
弾
力
性
が
あ
る
と
判
断

さ
れ
ま
す
。

※�

経
常
的
経
費
…
人
件
費
、物
件
費
、維
持
補
修
費
、扶
助
費
、補
助

費
等
お
よ
び
公
債
費
な
ど
で
、年
々
持
続
し
て
固
定
的
に
支
出
さ
れ

る
経
費
を
い
い
ま
す
。

令和元年度決算概況と
令和２年度財政事情のあらまし

用語解説

１. 決算収支の概況

２. 歳入の概況

歳 入 総 額� A ３３7億9,366万円
歳 出 総 額� B ３３５億６,４６９万円
歳入歳出差引額（A－B）� C ２億２,８９７万円
翌年度へ繰越すべき財源� D １億３,４８３万円
実 質 収 支（C－D） ９,４１４万円

７. 行政経費支出の概況 ６. 市税負担の概況

10. 基金の状況

人口７２,１９３人　世帯数３１，０５１世帯　（令和２年３月31日現在）

（令和2年３月31日現在高）

８. 市債現在高の状況
一般会計市債現在高
（令和元年度末） ３６３億5,5８２万円

市民１人当たりの
市債の残高 ５０３,5９２円

９. 行政財産の状況
（令和2年3月31日現在）

土　　　地 2,066,２９５㎡

建物延面積合計
４３6,91３㎡

木造建物
 （延面積） １０,５４１㎡

非木造建物
（延面積） ４２６,３７２㎡

※1 財政調整基金…年度間の財源の不均衡を調整するために設置される基金。
※2 減債基金…公債費の償還を計画的に行うために設置される基金。
※3 特定目的基金…特定の目的に対して資金を積み立てるために設置される基金。
※4 定額資金運用基金…特定の目的に対して定額の資金を運用するために設置される基金。

用語解説

（億円）

※1 財政調整基金　94億8,307万円

※2 減債基金　35億6,592万円

※3 特定目的基金　48億5,512万円

※4 定額資金運用基金　4億6,730万円

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

市税総額
135億2,571万円

歳出総額
335億6,469万円

４. 歳出の概況
歳出合計　335億6,469万円

187,355円464,930円 435,597円1,080,954円

〔市民１人当たり〕〔市民１人当たり〕 〔１世帯当たり〕〔１世帯当たり〕

▶
性
質
別（
経
済
的
性
質
を
基
準
に
分
類
し
た
も
の
）

◀︎
目
的
別（
行
政
目
的
別
に
分
類
し
た
も
の
）

積　立　金 2億3,541万円（0.7%）

維持補修費 2億4,116万円（0.7%）

貸　付　金 5億8,000万円（1.7%）

繰　出　金 29億3,477万円（8.7%）

補 助 費 等 30億1,941万円（9.0%）

物 件 費 49億6,562万円（14.8%）

※
投資的経費 53億9,331万円（16.1%）

※
義務的経費 
161億9,501万円 

（48.3%）

公債費
31億5,602万円

（9.4%）

扶助費
60億6,570万円

（18.1%）

人件費
69億7,329万円

（20.8%）

災害復旧費 619万円（0.0%）

労 働 費 2,190万円（0.1%）

商 工 費 2億8,338万円（0.8%）

議 会 費 2億8,898万円（0.9%）

農林水産業費 8億9,711万円（2.7%）

消 防 費 13億5,884万円（4.0%）

土 木 費 25億8,722万円（7.7%）

総 務 費 31億884万円（9.3%）

公 債 費 31億5,602万円（9.4%）

諸 支 出 金 33億1,723万円（9.9%）

教 育 費 36億3,905万円（10.8%）

衛 生 費 42億9,914万円（12.8%）

民 生 費 106億79万円（31.6%）

５. 投資的経費の内訳

総額
53億9,331万円
（100%）

土木費
19億2,141万円
（35.6%）

消防費
3億57万円
（5.6%）

民生費
2億8,081万円
（5.2%）

農林水産業費
1億9,010万円（3.5%）

災害復旧費
619万円（0.1%）

商工費
3,145万円（0.6%）

総務費
1億4,243万円（2.6%）

衛生費
14億9,183万円
（27.7%）

教育費
10億2,852万円
（19.1%）

市税
135億2,571万円
（40.0%）

歳入合計
337億9,366万円
（100%）

自主財
源
　
175億

3,737万
円
（
51.9%）依存

財
源
　
16
2億
5,
62
9万
円
（
48
.1%

）

繰越金
諸収入
繰入金

使用料及び手数料
分担金及び負担金

寄附金
財産収入

国有提供施設等所在市町村助成交付金

交通安全対策特別交付金

環境性能割交付金

利子割交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

株式等譲渡所得割交付金

配当割交付金

地方特例交付金

地方譲与税

地方消費税交付金

県支出金

市債

地方交付税

国庫支出金

７７万円（0.0%）

６１７万円（0.0%）

７８０万円（0.0%）

１,０４０万円（0.0%）

２,２１２万円（0.1%）

３,００３万円（0.1%）

３,７００万円（0.1%）

７,１３７万円（0.2%）

２億３,６７８万円（0.7%） 

３億２,１６８万円（0.9%） 

１２億４,２５１万円（3.7%）

２３億５,２２８万円（7.0%）

３０億２,６５０万円（9.0%）

４１億１,９３６万円（12.2%）

４７億７,１５２万円（14.1%）

１４億８,４３０万円
９億２,６０７万円
７億７,５３５万円
４億１,７９８万円
２億５,９２６万円

１億８２９万円
４,０４１万円

（4.4%）
（2.8%）
（2.3%）
（1.2%）
（0.8%）
（0.3%）
（0.1%）

３. 市税の内訳

償却資産
36億2,450万円（26.8%）

家屋
25億6,400万円（18.9%）

土地
14億9,854万円（11.1%）

交付金
3,481万円（0.3%）

個人
33億5,270万円（24.8%）

法人
17億6,838万円（13.1%）

市町村たばこ税
4億2,417万円（3.1%）

軽自動車税
2億5,854万円（1.9%）

鉱産税
7万円（0.0%）

市税総額
135億2,571万円
（100%）

市民税
51億2,108万円
（37.9%）

固定資産税
77億2,185万円
（57.1%）

※�投資的経費…大部分が公共事業にあたる「普通建設事業費」で施設整備等に
支出されます。次年度以降も支出の効果がある経費です。

※�義務的経費…職員の給与などの「人件費」や生活保護などの「扶助費」、地方
債の元利償還費である「公債費」などで、支出が義務付けられている経費です。

用語解説
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令和元年度決算に基づく
健全化判断比率と資金不足比率を公表します

令和２年度　一般会計予算の執行状況

水道事業会計の概況

令和2年８月31日現在

『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』（以下「財政健全化法」）第３条第１項および第22条第１項の規定
に基づき、「健全化判断比率」と、公営企業会計の「資金不足比率」を公表します。

１．健全化判断比率　　いずれの指標も国の定める基準内です。

２．資金不足比率　　各公営企業会計において、国の定める基準内です。

注）指標が「－」と表示されているのは、赤字比率等が負の数値（黒字等）となるためです。実際の数値は備考欄に表示しています。
注）指標が１つでも早期健全化基準以上になると財政健全化計画を、財政再生基準以上になると財政再生計画を策定する必要があります。
※早期健全化基準は、標準財政規模に応じて変動します。

注）指標が「－」と表示されているのは、資金不足比率が０もしくは負の数値（黒字）となるためです。
注）資金不足比率が経営健全化基準以上になるとその会計ごとに経営健全化計画を策定する必要があります。
【標準財政規模】
　地方公共団体の一般財源の標準規模を示すもので、標準税収入額等と普通交付税額、臨時財政対策債発行可能額の合計です。
【公営企業会計】
　�法適用企業に係る特別会計、および法非適用企業に係る特別会計の総称です。阿南市では水道事業、公共下水道事業、羽ノ浦農業集落排水事
業の３会計が該当し、原則として料金収入等により独立採算方式で経営を行うこととされています。

指　　　　　　標 備　　考 早期健全化�
基準

財政再生�
基準 説　　　　明

実 質 赤 字 比 率 ー △0.59%�
（黒字）

※
12.51% 20.00%

　一般会計等の実質赤字の標準財政規模に
対する比率です。�
　家計でいうと赤字額が年収に対してどれ
ぐらい占めているかを示したものです。

連結実質赤字比率 ー △10.43%�
（黒字）

※
17.51% 30.00%

　全ての会計の実質赤字の標準財政規模に
対する比率です。�
　上記の実質赤字比率を特別会計・公営企
業会計（水道・下水道等）を含めた全会計
に適用したものです。

実質公債費比率 5.1% 25.0% 35.0%

　公債費および公債費に準じた経費の比重
を示す比率です。�
　年間の借金返済額が年収に対してどれぐ
らい占めているかを示したものです。市に
属する会計だけでなく一部事務組合等に対
する負担も含みます。

将 来 負 担 比 率 ー △10.8%�
（負担なし） 350.0%

　地方債残高のほか一般会計等が将来負担
すべき実質的な負債を捉えた比率です。�
　将来見込まれる負債が年収の何年分にあ
たるかを示したものです。一部事務組合、
第三セクター等に対する負担や退職手当負
担なども含みます。

特別会計（公営企業会計）の名称 資金不足比率 経営健全化�
基準 説　　　　明

阿南市水道事業会計 ー

20.0%

　公営企業の資金不足額の度合いを表す比率です。�
　公営企業の赤字額（資金不足額）が料金収入等の
規模（事業規模）に対してどれぐらい占めているか
を示したものです。

阿南市公共下水道事業会計 ー

阿南市羽ノ浦農業集落排水事業会計 ー

令和元年度決算の状況
予 定 額 収 入 額 比 率 予 定 額 支 出 額 比 率

収益的収入 18億473万円 17億3,701万円 96.2% 収益的支出 15億7,548万円 13億3,211万円 84.6%
資本的収入 9億2,473万円 4億4,646万円 48.3% 資本的支出 16億1,277万円 10億5,862万円 65.6%

歳　　　　　入 歳　　　　　出
区　　　分 予　算　額 収入済額 区　　　分 予　算　額 支出済額

市 税 131億6,887万円 73億5,387万円 議 会 費 3億930万円 1億4,941万円
地 方 譲 与 税 3億4,028万円 7,166万円 総 務 費 30億2,798万円 11億167万円
利 子 割 交 付 金 720万円 441万円 民 生 費 177億8,385万円 112億176万円
配 当 割 交 付 金 6,000万円 1,992万円 衛 生 費 35億9,858万円 9億1,886万円
株式等譲渡所得割交付金 3,400万円 0 労 働 費 2,289万円 790万円
法人事業税交付金 1億7,800万円 1億1,132万円 農 林 水 産 業 費 13億1,741万円 1億5,494万円
地方消費税交付金 15億2,500万円 3億4,437万円 商 工 費 5億7,385万円 2億1,553万円
ゴルフ場利用税交付金 2,200万円 889万円 土 木 費 33億196万円 9億9,714万円
環境性能割交付金 2,270万円 527万円 消 防 費 12億9,279万円 4億1,581万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金 76万円 0 教 育 費 39億5,752万円 10億4,042万円
地 方 特 例 交 付 金 4,850万円 2,426万円 災 害 復 旧 費 3,406万円 0
地 方 交 付 税 35億6,000万円 17億318万円 公 債 費 31億6,928万円 1,145万円
交通安全対策特別交付金 950万円 0 諸 支 出 金 29億6,351万円 12億8,000万円
分担金及び負担金 1億4,715万円 5,536万円 予 備 費 3,000万円 0
使用料及び手数料 4億2,012万円 1億3,654万円
国 庫 支 出 金 130億3,633万円 88億8,741万円
県 支 出 金 26億146万円 1億9,007万円
財 産 収 入 871万円 2,609万円
寄 附 金 131万円 1億210万円
繰 入 金 22億8,952万円 0
繰 越 金 1億3,484万円 2億2,897万円
諸 収 入 7億8,273万円 4,486万円
市 債 29億8,400万円 0

合　　　計 413億8,298万円 193億1,855万円 合　　　計 413億8,298万円 174億9,489万円

特 別 会 計 の 概 況
令和元年度決算（見込）の状況 会　計　名 令和2年度予算の執行状況（8月31日現在）

歳　入　額 歳　出　額 差　引　額 歳　入　額 歳　出　額
876万円 148万円 728万円 住宅新築資金等貸付事業特別会計 790万円 18万円
36万円 0 36万円 加茂谷財産区運営事業特別会計 36万円 0
187万円 0 187万円 伊島財産区運営事業特別会計 191万円 0

80億8,081万円 80億7,932万円 149万円 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 24億9,735万円 22億3,805万円
7,182万円 7,165万円 17万円 加 茂 谷 診 療 所 事 業 特 別 会 計 1,749万円 1,958万円
1,033万円 1,033万円 0 伊 島 診 療 所 事 業 特 別 会 計 156万円 403万円

5億3,290万円 5億1,417万円 1,873万円 公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 - -
86億1,142万円 85億1,683万円 9,459万円 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 33億9,362万円 28億1,652万円

574万円 574万円 0 伊島地区生活排水処理事業特別会計 110万円 44万円
3億1,627万円 3億1,524万円 103万円 学 校 給 食 事 業 特 別 会 計 7,875万円 5,401万円
1,027万円 1,027万円 0 奨 学 資 金 貸 付 事 業 特 別 会 計 1,395万円 267万円
4,590万円 3,516万円 1,074万円 春日野地域下水道事業特別会計 1,786万円 513万円

1億2,379万円 1億2,379万円 0 羽ノ浦農業集落排水事業特別会計 1,869万円 1,317万円
760万円 641万円 119万円 豊香野地区生活排水処理事業特別会計 233万円 65万円

11億1,029万円 10億9,002万円 2,027万円 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 2億6,225万円 2億1,262万円
1,333万円 964万円 369万円 西春日野生活排水処理事業特別会計 662万円 147万円
3,523万円 3,523万円 0 夜間休日診療所事業特別会計 123万円 764万円
1,058万円 1,058万円 0 椿 診 療 所 事 業 特 別 会 計 61万円 275万円

※公共下水道事業特別会計については、令和２年４月１日からの公営企業会計移行に伴い、令和２年３月末時点での打切決算となっています。
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